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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第３四半期連結
累計期間

第12期
第３四半期連結
累計期間

第11期
連結会計年度

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成25年６月30日

自 平成25年10月１日
至 平成26年６月30日

自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日

売上高 (千円) 1,548,029 806,929 1,841,306

経常利益又は経常損失（△） (千円) △54,389 7,292 △93,845

四半期純利益又は
四半期（当期）純損失（△）

(千円) △342,625 229,676 △411,673

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △342,625 229,676 △411,673

純資産額 (千円) 690,122 965,157 621,035

総資産額 (千円) 1,121,341 1,486,000 1,023,000

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期（当期）純損失
金額（△）

(円) △60.02 39.61 △72.12

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.9 64.2 58.9
 

　

回次
第11期

第３四半期連結
会計期間

第12期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 21.82 0.99
 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、平成25年４月１日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。当該株式分割が第11

期連結会計年度の期首に行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期（当期）

純損失金額を算定しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、第11期第３四半期連結累計期間及び第11期連結会

計年度については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため、第12期第３四

半期連結累計期間については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動としましては、平成26年６月１日付で株式会社サイエンスボーテを完全子会社とする

株式交換を実施したことにより、同社を連結の範囲に含めております。

なお、当社の持分法適用関連会社であった株式会社ソフトエナジーホールディングスの全ての株式を平成26年３月

14日付で売却したことに伴い、同社及びその子会社は、当社の持分法適用関連会社から除外いたしました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末日現在で当社グループは、当社及び子会社２社により構成されることとな

りました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクからの重要な

変更があった事項は以下のとおりであります。

 
（１）当社の関連会社であった株式会社ソフトエナジーホールディングスの株式を売却したことに伴い、同社及びそ

の子会社は当社の持分法適用関連会社から除外されました。これにより、前事業年度の有価証券報告書に記載

した「（６）海外事業展開」に係るリスクは消滅しております。

 
（２）マザーズ上場廃止基準（時価総額基準）に係るリスク

　当社株式は、平成26年４月の月間平均時価総額及び月末時価総額が10億円未満となり、東京証券取引所有価

証券上場規程に定める上場廃止基準に該当し、上場廃止の猶予期間に入っておりましたが、平成26年６月にお

ける月間平均時価総額及び月末時価総額が10億円以上となったことから、東京証券取引所が定める上場廃止基

準に該当せず、猶予期間銘柄の指定は解除されております。

 
（３）継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、前連結会計年度まで継続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上しました。当第３

四半期連結累計期間においては、損益は改善したものの、事業環境は依然として楽観できない状況が続いてお

ります。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当社グループは、現在、当該状況を解消又は改善すべく、様々な施策に取り組んでおります。詳細につきま

しては、「３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　（５）継続企業の前提に関する重

要事象等を改善するための対応策」に記載しております。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び関係会社)が判断し

たものであります。

　

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府や日銀による各種政策への期待を背景とした円高の是

正、株価の上昇等を受け、企業収益の改善や個人消費の増加など景気は緩やかな回復基調で推移しております。し

かしながら、国際情勢や海外景気の下振れが国内景気を下押しするリスク、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動

や消費の低迷など懸念材料もあり、依然として先行きは不透明な状況が続いております。

このような状況のもと当社グループにおきましては、コア事業である化粧品及び健康食品の通信販売業に注力す

るため、平成26年３月14日に当社の持分法適用関連会社であった株式会社ソフトエナジーホールディングスの全て

の株式を売却し、同年６月１日付で当社を株式交換完全親会社、株式会社サイエンスボーテ（以下、「サイエンス

ボーテ」という）を株式交換完全子会社とする株式交換を実施いたしました。かかるグループ再編により経営資源

の選択と集中を図り、コア事業である化粧品及び健康食品の通信販売事業において、競争優位性を確立し、将来に

わたって成長を続けるための体制を構築してまいります。

また、当第３四半期連結累計期間におきましては、従来からの「新規顧客の拡大」と「既存顧客の確保」、この

２つの視点に加え「休眠顧客の掘起こし」に注力し事業を進めてまいりました。

まず、「新規顧客の拡大」に関しましては、販売チャネルの多様化等に伴い新規顧客の獲得が難しい状況が続い

ておりますが、効率性重視の観点から、広告戦略を中心に抜本的な見直しを行い、ＷＥＢ販売施策に注力してまい

りました。

次に、「既存顧客の確保」に関しましては、引き続きカスタマーフレンドの応対スキルアップに注力し、商品に

おきましても、株式会社フェヴリナの主力商品であります「炭酸ジェルパック」をリニューアルすることで、フェ

ヴリナファンの満足度を高め、更なるリピート率の向上を図ってまいりました。

そして、「休眠顧客の掘起こし」に関しましては、効率よく売上を獲得する方法として、顧客リストの中で、過

去に購入実績があるものの今では稼働していない顧客（休眠顧客）に対し、ＤＭ等を中心にアプローチし、一度は

離れてしまった顧客を再獲得することに注力してまいりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高806,929千円（前年同四半期比47.9％減）となり、営業

損失1,407千円（前年同四半期は営業損失29,447千円）、経常利益7,292千円（前年同四半期は経常損失54,389千

円）、四半期純利益229,676千円（前年同四半期は四半期純損失342,625千円）となりました。

　なお、当社グループの報告セグメントは、前第３四半期連結会計期間より「コミュニケーション・セールス事

業」「機械機器製造事業」から、「コミュニケーション・セールス事業」の単一セグメントに変更しております。

　

（２）財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における資産の残高は1,486,000千円（前連結会計年度末1,023,000千円）、その

内訳は流動資産1,217,069千円、固定資産268,930千円となり、前連結会計年度末に比べ462,999千円増加いたしま

した。これは主に、サイエンスボーテとの株式交換による連結範囲の変更に伴う増加であり、現金及び預金の増

加265,001千円、売掛金の増加12,515千円、のれん186,286千円の計上等によるものであります。

　

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債の残高は520,842千円（前連結会計年度末401,964千円）、その内訳

は流動負債403,206千円、固定負債117,636千円となり、前連結会計年度末に比べ118,877千円増加いたしました。

これは主に、サイエンスボーテとの株式交換による連結範囲の変更に伴う増加であり、買掛金の増加27,325千

円、長期借入金の増加41,356千円等によるものであります。

　

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は965,157千円（前連結会計年度末621,035千円）となり、

344,121千円増加いたしました。これは主に、サイエンスボーテとの株式交換による資本剰余金の増加122,640千

円と四半期純利益229,676千円を計上したこと等によるものであります。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した当社グループが対処すべき課題は以下のとおりです。

当社株式は、平成26年４月の月間平均時価総額及び月末時価総額が10億円未満となり、東京証券取引所有価証券

上場規程に定める上場廃止基準に該当し、上場廃止の猶予期間に入っておりましたが、平成26年６月における月間

平均時価総額及び月末時価総額が10億円以上となったことから、東京証券取引所が定める上場廃止基準に該当せ

ず、猶予期間銘柄の指定は解除されております。

当社は、経営効率の向上と収益性の強化を図り、今後とも東京証券取引所での上場を維持するよう努めてまいり

ます。

 
（４）従業員数

連結会社の状況

当第３四半期連結累計期間において、サイエンスボーテを連結の範囲に含めたことにより34名増加しておりま

す。

 
（５）継続企業の前提に関する重要事象等を改善するための対応策

当社グループには「１　事業等のリスク　（３）継続企業の前提に関する重要事象等」に記載のとおり、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。当社グループは、当該状況を解消又は改善す

るため、以下の施策に取り組んでまいります。

① 株式会社フェヴリナにおいては、中期事業計画を策定し、営業力の強化による売上の回復を目指しておりま

す。中期事業計画の主な内容は以下のとおりです。

ａ．販売チャネルの増加やＷＥＢマーケティング強化などによる新規顧客の拡大

ｂ．顧客ターゲット層を明確化した広告宣伝の実施

ｃ．カスタマーフレンド（販売担当者）の顧客応対力向上のための研修強化

ｄ．メディアミックスの見直しによる広告宣伝費の削減

ｅ．過去に購入実績がある顧客の再獲得

② 当社グループは、従来、化粧品通販事業と充放電検査装置に係るエンジニアリング事業を営んでまいりました

が、経営資源を化粧品通販事業に集中的に投下することにより、企業価値の最大化を図ります。

③ サイエンスボーテが有する新規顧客獲得の高いノウハウと、フェヴリナが有するカスタマーフレンドによるリ

ピーターを確保するノウハウを両社で共有し、互いの強みを最大限発揮することによる、統合シナジーを早期

に出現させることにより、当社グループの企業価値を更に高めてまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000
 

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,648,670 6,648,670
東京証券取引所
(マザーズ)

単元株式数は100
株であります。

計 6,648,670 6,648,670 ― ―
 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成26年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年６月１日(注） 840,000 6,648,670 － 882,788 122,640 248,071
 

（注）株式会社サイエンスボーテとの株式交換により、発行済株式総数が840,000株、資本準備金が122,640千円増加し

ております。
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、平成26年５月23日開催の臨時株主総会招集のために設定した直前の基準日（平成26

年４月14日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   平成26年４月14日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　102,300 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　　5,596,200 55,962 ―

単元未満株式 普通株式　　　110,170 ― ―

発行済株式総数 5,808,670 ― ―

総株主の議決権 ― 55,962 ―
 

(注) １.「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式100株（議決権１個）が含まれております。

２.「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式20株及び同機構名義の株式50株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

  平成26年４月14日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

㈱フェヴリナホールディングス
福岡市中央区薬院
一丁目１番１号

102,300 ― 102,300 1.76

計 ― 102,300 ― 102,300 1.76
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（１）新任役員

役職名
氏名

（生年月日）
略歴 任期

所有株式数
(株)

就任年月日

取締役
大坂　浩幸

(昭和48年２月20日)

平成７年４月 ㈱熊本ファミリー銀行

（現 ㈱熊本銀行） 入行

(注)１ 224,000 平成26年６月１日
平成17年３月

平成20年３月

 
平成26年６月

㈲ファインブリッジ 設立 代表取締役

㈱サイエンスボーテ 設立

代表取締役社長（現任）

当社 取締役（現任）

監査役
鬼塚　恒

(昭和49年７月25日)

平成18年10月 萬年・山口法律事務所

（現 萬年総合法律事務所） 入所

(注)２ 1,320 平成26年６月１日

平成22年４月 当社 一時監査役

平成22年６月 当社 監査役

平成24年４月

 
平成26年３月

 
平成26年６月

㈱フェヴリナ販売(現 ㈱フェヴリナ)

社外監査役（現任）

㈱サイエンスボーテ

社外監査役（現任）

当社 社外監査役（現任）

監査役
廣瀬　隆明

(昭和26年６月15日)

昭和52年11月

昭和58年９月

監査法人中央会計事務所 入所

日本合同ファイナンス㈱

(注)２ － 平成26年６月１日

 
昭和62年２月

（現 ㈱ジャフコ） 入社

太田昭和監査法人

 （現 新日本有限責任監査法人）入社

平成12年５月 同社 代表社員

平成17年９月 廣瀬公認会計士事務所 所長（現任）

平成17年10月 北九州ベンチャーキャピタル㈱ 設立

代表取締役（現任）

平成18年11月 日創プロニティ㈱ 監査役（現任）

平成20年３月

平成24年６月

㈱TRUCK-ONE 監査役（現任）

㈱ナフコ 監査役（現任）

平成25年４月

平成26年６月

北九州市 監査委員(現任)

当社 社外監査役（現任）
 

（注）１．取締役の任期は、就任の時から平成26年９月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

２．監査役の任期は、就任の時から平成27年９月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

 
（２）退任役員

役職名 氏　名 退任年月日

代表取締役社長 松浦　正英 平成26年６月１日

常勤監査役 緒方　芳伸 平成26年６月１日

監査役 鈴木　広美 平成26年６月１日
 

 
（３）役職の異動　

新役職名 旧役職名 氏　名 異動年月日

代表取締役社長 取締役 神代　亜紀 平成26年６月１日

常勤監査役 監査役 大木　一顯 平成26年６月１日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年10月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 710,524 975,525

売掛金 60,087 72,603

商品及び製品 157,013 150,262

原材料及び貯蔵品 1,070 896

その他 18,714 17,906

貸倒引当金 △131 △124

流動資産合計 947,278 1,217,069

固定資産

有形固定資産 15,678 14,026

無形固定資産

のれん － 186,286

その他 11,003 18,243

無形固定資産合計 11,003 204,529

投資その他の資産
※ 49,039 ※ 50,373

固定資産合計 75,721 268,930

資産合計 1,023,000 1,486,000

負債の部

流動負債

買掛金 12,001 39,327

短期借入金 200,000 210,000

1年内返済予定の長期借入金 22,140 30,288

未払法人税等 4,335 2,770

賞与引当金 11,400 6,600

返品調整引当金 1,058 650

その他 74,354 113,570

流動負債合計 325,288 403,206

固定負債

長期借入金 51,741 93,097

資産除去債務 22,186 22,369

その他 2,747 2,169

固定負債合計 76,675 117,636

負債合計 401,964 520,842

純資産の部

株主資本

資本金 882,788 882,788

資本剰余金 125,431 248,071

利益剰余金 △377,093 △147,437

自己株式 △28,744 △28,875

株主資本合計 602,382 954,546

新株予約権 18,652 10,611

純資産合計 621,035 965,157

負債純資産合計 1,023,000 1,486,000
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 1,548,029 806,929

売上原価 639,230 158,125

売上総利益 908,799 648,803

返品調整引当金戻入額 948 2,756

返品調整引当金繰入額 1,222 2,348

差引売上総利益 908,524 649,211

販売費及び一般管理費 937,972 650,619

営業損失（△） △29,447 △1,407

営業外収益

受取利息 845 1,183

為替差益 585 556

貸倒引当金戻入額 590 17,539

その他 763 187

営業外収益合計 2,783 19,466

営業外費用

支払利息 6,771 1,936

持分法による投資損失 20,145 8,800

その他 809 28

営業外費用合計 27,725 10,765

経常利益又は経常損失（△） △54,389 7,292

特別利益

持分変動利益 262,393 －

新株予約権戻入益 2,364 8,041

関係会社譲渡益 －
※ 215,019

特別利益合計 264,758 223,061

特別損失

減損損失 455,561 －

関係会社株式評価損 3,031 －

和解金 3,000 －

貸倒引当金繰入額 94,280 －

特別損失合計 555,873 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△345,504 230,354

法人税、住民税及び事業税 1,854 1,256

法人税等還付税額 △4,055 －

法人税等調整額 △677 △578

法人税等合計 △2,878 678

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△342,625 229,676

四半期純利益又は四半期純損失（△） △342,625 229,676
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△342,625 229,676

四半期包括利益 △342,625 229,676

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △342,625 229,676

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当社グループは、前連結会計年度まで継続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上しました。当第３四

半期連結累計期間においては、損益は改善したものの、事業環境は依然として楽観できない状況が続いておりま

す。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社グループは、当該状況を解消又は改善するため、下記の施策に取り組んでおります。

 
① 株式会社フェヴリナにおいては、中期事業計画を策定し、営業力の強化による売上の回復を目指しておりま

す。中期事業計画の主な内容は以下のとおりです。

ａ．販売チャネルの増加やＷＥＢマーケティング強化などによる新規顧客の拡大

ｂ．顧客ターゲット層を明確化した広告宣伝の実施

ｃ．カスタマーフレンド（販売担当者）の顧客応対力向上のための研修強化

ｄ．メディアミックスの見直しによる広告宣伝費の削減

ｅ．過去に購入実績がある顧客の再獲得

 
② 当社グループは、従来、化粧品通販事業と充放電検査装置に係るエンジニアリング事業を営んでまいりました

が、経営資源を化粧品通販事業に集中的に投下することにより、企業価値の最大化を図ります。

 
③ 株式会社サイエンスボーテが有する新規顧客獲得の高いノウハウと、株式会社フェヴリナが有するカスタマー

フレンドによるリピーターを確保するノウハウを両社で共有し、互いの強みを最大限発揮することによる、統

合シナジーを早期に出現させることにより、当社グループの企業価値を更に高めてまいります。

 
当第３四半期連結累計期間においては、株式会社フェヴリナで前期までに実施した費用削減効果も継続してい

ることもあり、営業損益は大幅に改善いたしました。また、平成26年３月14日付けで持分法適用関連会社であっ

た株式会社ソフトエナジーホールディングスの全株式を譲渡するとともに、平成26年６月１日付けで株式会社サ

イエンスボーテを株式交換完全子会社とする株式交換を実施いたしました。これにより事業関連性の低かった充

放電検査装置に係るエンジニアリング事業から撤退し、経営資源を化粧品通販事業に集中できることとなりまし

た。

しかしながら、市場がほぼ成熟しているなか、他業種からの新規参入や商品の低価格化が続くなど、化粧品通

販事業をとりまく環境は依然として厳しい状況にあります。また、株式会社サイエンスボーテとの経営統合によ

る効果の発現につきましてもある程度の時間を要するものと認識しております。このため、現時点では継続企業

の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の

影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

（１）連結の範囲の重要な変更

当第３四半期連結会計期間において、株式交換により完全子会社となった株式会社サイエンスボーテを連結の

範囲に含めております。

 
（２）持分法適用の範囲の重要な変更

第２四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社であった株式会社ソフトエナジーホールディングスの

全株式を売却したため、同社及びその子会社を持分法適用の範囲から除外しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

(平成25年９月30日)

当第３四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

投資その他の資産 60,709千円 ―千円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

※関係会社譲渡益

持分法適用関連会社の全株式を譲渡したことに伴う売却益及び同社向けの貸付金の回収に伴う貸倒引当金戻入

額等であります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間

(自 平成24年10月１日

至 平成25年６月30日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成25年10月１日

至 平成26年６月30日)

減価償却費 40,425千円 8,169千円

のれんの償却額 23,976 ―
 

　

(株主資本等関係)

株主資本の著しい変動

第２四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社であった株式会社ソフトエナジーホールディングスの

全株式を売却したこと等により、当第３四半期連結累計期間において229,676千円の四半期純利益を計上いたしま

した。また、当第３四半期連結会計期間において当社を株式交換完全親会社、株式会社サイエンスボーテを株式

交換完全子会社とする株式交換を実施し、資本剰余金が122,640千円増加しました。

この結果、当第３四半期連結会計期間末において、資本剰余金が248,071千円、利益剰余金が△147,437千円と

なっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成24年10月１日　至　平成25年６月30日）

 　「Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（報告セグメントの変更等に関する事項）」に記載のとおりであります。

 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成26年６月30日）

当社グループは、コミュニケーション・セールス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

　

（報告セグメントの変更等に関する事項）

当社グループの報告セグメントは、前第３四半期連結会計期間より「コミュニケーション・セールス事業」

「機械機器製造事業」から、「コミュニケーション・セールス事業」の単一セグメントに変更しております。
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(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

取得による企業結合

１．企業結合の概要　

（１）被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称：株式会社サイエンスボーテ（以下、「サイエンスボーテ」という）

事業の内容：化粧品の通信販売事業

（２）企業結合を行った主な理由

当社グループの主な事業である化粧品及び健康食品の通信販売事業は、近時、異業種からの新規参入、商

品の低価格化、販売チャネルの多様化等による競争の激化が続いております。

このような環境の下、経営の抜本的な見直しを行い、多様化する販売チャネルへの効率的な対応など、新

規顧客獲得の低迷を改善することが急務であると判断し、同じ化粧品の通信販売事業を営み、特にラジオ放

送を用いた宣伝による新規顧客の獲得を得意するサイエンスボーテと、コールセンター等による既存顧客の

確保を得意とし、新規顧客の獲得を課題と認識する株式会社フェヴリナが統合することにより、高い事業シ

ナジーが見込めると判断いたしました。

（３）企業結合日

平成26年６月１日

（４）企業結合の法的形式

当社を株式交換完全親会社、サイエンスボーテを株式交換完全子会社とする株式交換

（５）結合後企業の名称

名称に変更はありません。

（６）取得した議決権比率

企業結合日直前に所有していた議決権比率 －％

企業結合日に追加取得した議決権比率 100％

取得後の議決権比率 100％
 

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が株式を交付する企業であること及び株式交換前の当社株主が結合後企業の議決権比率のうち最も大

きな割合を占めることから、当社を取得企業として決定しております。

 
２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

当第３四半期連結会計期間末日をみなし取得日としているため、当第３四半期連結累計期間に係る連結損益

計算書には、被取得企業の業績は含めておりません。

 
３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 企業結合日に交付した当社の普通株式の時価 122,640千円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 11,000千円

取得原価  133,640千円
 

 
４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数

（１）株式の種類別の交換比率

サイエンスボーテの普通株式１株に対し、当社の普通株式224株を割当交付いたしました。

（２）株式交換比率の算定方法

当社は、株式交換比率の算定にあたってその公平性を確保するため、独立した第三者算定機関に株式交換

比率の算定を依頼しました。その算定結果を参考に、両社の財務及び事業の状況、資産の状況、将来の見通

し等の要因を総合的に勘案し、両社で株式交換比率について慎重に交渉・協議を重ねた結果、本株式交換に

おける株式交換比率を決定いたしました。

（３）交付した株式数

当社は、本株式交換に伴い、新たに普通株式840,000株を発行し、平成26年６月１日にサイエンスボーテの

株主に対し割当交付いたしました。
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５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額

186,286千円

（２）発生原因

買収評価時に見込んだ将来収益を反映させた投資額が企業結合日の時価純資産を上回ったため、その差額

をのれんとして認識しております。

（３）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却（予定）

 
６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳

（１）資産の額

流動資産 78,241千円

固定資産 15,091千円

計 93,333千円
 

（２）負債の額

流動負債 91,330千円

固定負債 54,649千円

計 145,979千円
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間

(自 平成24年10月１日

至 平成25年６月30日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成25年10月１日

至 平成26年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
△60円02銭 39円61銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（千円）
△342,625 229,676

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（千円）
△342,625 229,676

普通株式の期中平均株式数（株） 5,707,662 5,798,811

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

― ―

 

（注）１．当社は、平成25年４月１日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純損失金額を算定しております。

２．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失金額であるため、当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２６年８月８日

株式会社フェヴリナホールディングス

取締役会 御中

　

有限責任監査法人 トーマツ
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   柴   田   良   智   ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中   野   宏   治   ㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

フェヴリナホールディングスの平成２５年１０月１日から平成２６年９月３０日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間（平成２６年４月１日から平成２６年６月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２５年１０月１日

から平成２６年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フェヴリナホールディングス及び連結子会社の平成２６

年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度まで継続して営業損失、経常損失及

び当期純損失を計上し、当第３四半期連結累計期間においても、大幅な状況変化は認められないことから、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。

四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表

には反映されていない。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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